

























1) STS研究については松本三和夫 (1994)同戦士会学・科学蛸桁の雌鮎会学・ STS研究」庄司興吉・矢澗倣
郎編『知とモ夕、ニティの社会学』東京大学出版会、 109・133頁。 STS教育については小)1正賢 (1993)r序説
STS教育j東洋館出版社。 STS研究・ STS教育両方について中島秀人 (1991)r科学見直し」の見直し一新し
い科学技術論としてのSTS-J小林偉司・中山伸樹・中島秀人編著『科学見直し叢書4 科学とは何だろうか』
ホま幹士、 253・274頁。なお、材高では、科学と按術の関係については、触れない。
2) Barnesの科学と技術の同目互作用」モデルを踏まえた松本のことばである。 Barnes，B (1982) ，The science-









































































































11) National Science Teachers Association (1982)， Science-Technology-Society: Science Education for 











































































































訳書の197.. 203頁には、 w.ウィリアムスの書いた rS1 SCONの起源Jも収録されている。このほか、大学
教育のSISCONについての紹介は、諸橋清一 (1983)rイギリスの大学教育SISCONProjectについて」
同ヰ学教育研究:.17 (3)、123・120頁。
20)シスコン・イン・スクール(小川H面的前掲書の179・181頁に所収、ソロモン「日本の科学朝市の方々へJより。
6.大学教養教育としてのSTS教育
前節までに述べてきたことでわかるように、 STS教育は、科学技術への態度のいかんをとわ
ず、科学者にとっても一般市民にとっても、また、科学技術の専門家になる学生にとっても科
学技術関係の職業につかない学生にとっても、誰にでも必要な教育である。そもそも、科学技
術に対する態度にしても、異なった種類のものが一人の人間の中で同居していることも少なく
ない。たとえば遺伝子操作の実験を行っている科学者が別の先端科学技術を忌避したり、遺伝
子操作を行なった食材については不安を覚える人が遺伝子操作による病気の治療は早く実施さ
れることを望んだりするというふうである。
そして、誰にとっても必要な教育とは、すなわち一般教養教育であるといえる。筆者は、大
学における一般教養とは、高等教育を受けた市民として最低限持っておくべき素養であると考
えている。その素養とは、筆者が考えるに、常識を共有し、何が問題であるかを考え調査し、
問題解決をめざす思考法、発想法を持っていることである。このうち、共有されるべき常識に
ついては時や場所により異なり、和歌や漢詩を詠じられること、ギリシア神話やデカルトの1
節をそらんじていることという場合もあった。今日では、たとえば、「ゴミを減らそう」が単
にマナー上のスローガンではなく、地球環境問題というSTSに関係の深い問題であると認識し
ていることが、共有されるべき常識のひとつであろう O
かつての人文系、社会系、自然系という科目群の中から所定の単位数を習得せねばならない
科目として存在していた一般教育科目(いわゆる教養科目)は、上述のような素養を養うには、
いささか問題があった。まず、この3区分は、今日いささか陳腐である。科目によっては、あ
る大学では社会系、別の大学では自然系に入れられているという滑稽なこともあった。学聞が
細分化と統合化を繰り返し、学際的なアプローチもさかんになり、各区分からいくつかの科目
を選択して履修というより、科目群をこえて一般教養科目が再編されるほうがよい。大学設置
基準の大綱化も、硬直した一般教養の教育のしかたを変えるチャンスで、あった。そして、 STS
教育のための科目は、まさに大綱化で教えやすくなったのである。科学を見直すための科目、
STS問題を考える科目は、科学史、科学哲学、科学社会学などを代表とするが、これに加えて、
科学技術政策、科学コミュニケーション論など従来の学問の枠組みにはおさまり切らないもの
も多い。
大綱化で一般教育科目と専門教育科目の授業科目区分が廃止されたことは、科学技術の専門
家をめざす学生にとって、科学技術の知識以外の素養が不要になったという意味ではない。同
様に、科学技術関係の職業にはつかない学生にとっても、科学技術に関する知識が素養として
不要になったということを意味しない。それどころか、 STS問題を考える能力を養うことは、
専攻が何であるかを問わず、習得すべき素養である。
そのなかでも、いわゆる理科系でない学部に在学して、科学技術に直接関連する職業にはつ
かないであろう学生にとって、 STS教育は、将来、科学者の暴走を食い止めるための素養を身
につけるという意味もある。そのためにも、科学知識に対しむずかしいというイメージを拭い
25 
26 
去り、必要に応じ情報として科学知識を収集、評価する能力が求められる。 iSTSを通して科
学をJではなく、 iSTSのために科学をJ学習するのだ。たとえば、科学論争をどう捉えるか
を考える事例において、自然発生説論争におけるパスツールやプーシェの実験の意味を理解す
るために細菌の性質を知るというのが、それにあたる。
さらに、理科系でない学部に在学している学生に対し、 STS研究の専門家をめざす教育もあ
る。 STS研究がもっぱら「先進的」科学者の警告として行われる段階は、すでに終了している。
それでも、現時点では、日本でのSTS研究者にはいわゆる理科系出身者が多い。しかし、今後
は、さまざまな人文社会系学問出身のSTS研究者も増えてくることが望まれる。そのときにこ
そ、教養教育としてのSTS教育が基礎となるのである。
(1999年9月8日受理)
